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忘れてない？ サイフにスマホに火の確認
（平成３０年度全国統一防火標語）
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　2019 年度の輝かしい新春を迎え、謹んでお慶び

を申し上げます。

　平素から当協会の事業全般にわたり、会員はもと

より山梨県、県下消防本部及び関係諸団体の皆様か

らの各種事業の推進に深いご理解とご支援ご協力

を賜り、心から、厚くお礼申し上げます。

　さて、国内における災害を顧みますと、地震や風

水害など自然災害が多発しており、全国各地で甚大

な被害が発生したところであります。

　昨年は、6 月 18 日に大阪府北部を震源として発

生した「大阪府北部地震」また、6 月 28 日から 7

月 8 日にかけて、西日本を中心に北海道や中部地

方など全国的に広い範囲で記録された「台風７号」

及び梅雨前線等の影響による「平成 30年 7月豪雨」、

さらには、9 月 6 日に北海道胆振地方中東部震源と

して発生した「北海道胆振東部地震」などにより、

多くの尊い人命と貴重な財産が失われ、地域の皆様

の安全を脅かす災害は後を絶ちません。被災地の

方々にお見舞い申し上げるとともに、一日も早い復

興・復旧、心の安寧を願ってやみません。

　一方、2016 年 12 月 22 日に発生した糸魚川市大

規模火災の事例等に鑑み、飲食店等について、消火

器を設置しなければならない施設の範囲を拡大す

るとともに、消火器具の設置及び維持に関する技術

上の基準等の消防法施行令の一部改正が行われま

した。

　消防用設備に携わる者として、火災による被害を

軽減するため、消防用設備等の法定点検や適正な機

能の確保に努めなければならないと、意を強くして

いるところでございます。

　特に、法定点検については、有事の際、確実に機

能させるためにも、消防設備士の点検業務に対する

責任を明確にするとともに、その信頼性の証とし

て、「点検済ラベル」の貼付についても引き続き推

奨して参ります。

　当協会は、消防設備士及び消防設備点検資格者等

に対し、常に新しい知識、技術を習得するための研

修会等の開催をはじめ、「消防用設備等点検済表示

制度」に基づく点検推進指導員による「調査確認業

務」を一層充実強化して、安全・安心な地域づくり

に取り組んで参る所存であります。

　また、皆様の期待に応えていくためにも、最新の

消防行政の情報収集と技術の研鑽に励み、積極的に

事業の推進を図り、協会会員一人ひとりが鋭意努力

し、さらなる信頼の確保に向けて、関係機関と連携

を図り、社会公共の安全保持に全力を尽くす所存で

ありますので、より一層のご指導ご鞭撻をお願い申

し上げます。

　結びに、2019 年度が充実した輝かしい年になり

ますよう皆様方のご健勝とご発展を心からご祈念

申上げまして新年のご挨拶といたします。

一般社団法人山梨県消防設備協会
会　 長　 中 村 巳 春

(

一
社)

山
梨
県
消
防
設
備
協
会

会　
　

長　
　

中　

村　

巳　

春

副 

会 

長　
　

柏　

木　

忠　

邦

　

 

〃 

　
　
　

小　

山　

政　

孝

　

 

〃 

　
　
　

宮　

下　

照　

之

　

 

〃 

　
　
　

鈴　

木　
　
　

章

理　
　

事　
　

滝　

田　
　
　

久

　

 

〃 

　
　
　

飯　

田　

清　

仁

　

 

〃 

　
　
　

遠　

藤　
　
　

孝

　

 

〃 

　
　
　

藤　

本　

正　

文

　

 

〃 

　
　
　

鶴　

田　

哲
嗣
郎

　

 

〃 

　
　
　

中　

澤　

一　

浩

　

 

〃 

　
　
　

平　

山　
　
　

孝

　

 

〃 

　
　
　

齊　

藤　

鉄　

也

　

 

〃 

　
　
　

長　

田　

三
千
穂

　

 

〃 

　
　
　

堤　
　
　

光　

男

　

 

〃 

　
　
　

飯　

島　
　
　

覚

　

 

〃 

　
　
　

丸　

山　
　
　

初

　

 

〃 

　
　
　

清　

水　

老　

久

　

 

〃 

　
　
　

保　

坂　

剛　

志

　

 

〃 

　
　
　

宮　

本　
　
　

繁

　

 

〃 

　
　
　

中　

西　

正　

敏

監　
　

事　
　

細　

田　

安　

孝

　

 

〃 

　
　
　

古　

屋　

正　

樹

　

 

〃 

　
　
　

饗　

場　

紀　

仁

常
務
理
事　
　

望　

月　

英　

介

(

兼
事
務
局
長)

事

務

局

職

員

一

同



年頭のあいさつ年頭のあいさつ

− 2 −

消 防 設 備 会 報平成３１年１月１日発行 第６４号

　平成 31 年の輝かしい新春を迎え、一般社団法人

山梨県消防設備協会の皆様には、謹んで新年のお慶

びを申し上げます。

　会員の皆様には、日頃より消防行政に格別なご支

援とご協力を賜り、厚く御礼申し上げます。

　さて、昨年、全国各地で発生した主な大規模火災

を顧みますと、1 月の札幌市で発生した下宿火災で

は、自立支援施設から出火、木造一部 3 階建ての建

物が全焼しました。7 月の福井県若狭町化学工場の

爆発火災では、化学製品の製造中に薬品を混ぜてい

た容器が爆発する事故が発生するとともに、同月に

は、東京都多摩市の工事中の建物火災により、地上

3 階地下 3 階建ての地下 3 階床下にあった断熱材約

5 千平方メートルが焼損する事故が発生しました。

また、10 月の宮城県仙台市火災では、木造 2 階建

ての一般住宅が全焼しており、いずれの火災も多く

の方が負傷し、尊い人命が失われております。

　このように、昨年は大規模な火災が多数発生し多

くの人命が犠牲となりましたが、幸いにも県内で大

規模な火災の発生はなく、このことは皆様による火

災予防の啓発、消防設備士、消防用設備点検資格者

等の資質向上への取組などによるご尽力の賜物と感

謝申し上げます。

　山梨県消防長会といたしましては、平成 31 年 10

月 1 日からこれまで消防法で設置義務のなかった小

規模な飲食店にも消火器の設置が義務づけられるこ

とから、更に積極的な広報及びを実施するとともに、

指導を強化し引き続き県民の生命、身体及び財産を

火災等の災害から守るため消防体制の充実・強化、

並びに消防活動能力の向上に全力を挙げて取り組ん

でまいりますので、皆様にはより一層のご支援とご

協力をお願い申し上げます。

　結びに、一般社団法人山梨県消防設備協会のます

ますのご発展と、会員の皆様のご健勝とご活躍を祈

念いたしまして、年頭の挨拶とさせていただきます。

山 梨 県 消 防 長 会 会 長
甲府地区広域行政事務組合
消防長　 中 澤　 勝 也

　平成 31年の新春を迎えるに当たり、一般社団法人山

梨県消防設備協会の皆様に謹んで新年のお慶びを申し

上げます。

　会員の皆様には、日頃より本県の消防防災行政の推

進に格別のご理解とご協力を賜っており、心より感謝を

申し上げます。

　昨年、消防庁が公表した全国火災状況によります

と、人口１万人当たりの出火件数を表す本県の出火率は

4.26 件と全国平均を上回る状況にあり、建物火災が半

数近くを占めていることから、建物に対する火災防止に

取り組むことが重要であります。

　また、消防用設備が設置されていない場合や機能し

ない場合に、法令違反として公表する制度が始まってお

り、特に、飲食店など不特定多数の方が利用する建物

や、病院など自力での避難が困難な方を収容する施設

には、屋内消火栓設備などの消防用設備を適切に設置

することが求められています。

　更に、近年、全国各地で大規模な自然災害が発生し、

被害が甚大化する中、消防用設備の非常電源として蓄

電池や専用受電設備等を用いている場合、長時間の停

電により消防用設備が有効に機能しなくなるなど、防火

対策に支障を生じることが懸念されています。

　皆様には、日頃より知識や技術を活用した消防用設

備の定期点検を行っていただいておりますが、引き続

き、消防用設備の適切な設置や維持管理、施設所有

者への啓発などにご協力いただけますようお願いいたし

ます。

　結びに、一般社団法人山梨県消防設備協会の益々

のご発展と会員の皆様のご健勝をご記念申し上げ、年

頭のご挨拶とさせていただきます。

山梨県防災局消防保安課
課　長　西　川　秀　之
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消防法施行規則等の一部を改正する省令の公布について
消防予第 369 号　平成 30 年 6 月 1 日
各都道府県知事、各指定都市市長あて

消防庁次長　

　消防法施行規則等の一部を改正する省令（平成 30 年省令第 34 号。以下「改正規則」という。）が平成 30 年 6 月 1 日

に公布されました。

今回の改正は、

・住宅宿泊事業法（平成 29年法律第 65号）が平成 30年 6月 15 日に施行され、住宅宿泊事業法の施行期日を定める政令（平

成 29 年政令第 272 号）により、住宅宿泊事業に係る事前の届出が同年 3月 15 日から開始されることが決定されたこと。

・旅館業法施行令の一部を改正する政令（平成 28 年政令第 98 号）が平成 28 年 4 月 1 日に施行され、客室の最低面積基

準が収容人員一人当たり 3.3 ㎡以上とするよう緩和されたとともに、「簡易宿所営業における玄関帳場等の設置につい

て」（平成 29 年 12 月 15 日付け生食発 1215 第 3 号）により、複数の簡易宿所において共同で玄関帳場等を設置する場

合の取扱いについて示されたこと

等に伴い、共同住宅の一部が消防法施行令（昭和 36 年政令第 37 号。以下「令」という。）別表第一（５）項イの用途に

供される防火対象物が今後増加することが想定されることから、こうした施設における消防用設備等の設置基準を合理

化する等の整備を行うものです。（中略）

記

第一　消防法施行規則（昭和 36 年総務省令第 6号。以下「規則」という。）に関する事項（改正規則第１条関係）

　１　スプリンクラー設備の設置基準の見直しについて

　11 階建て以上の共同住宅の一部を令別表第一（5）項イとして利用することで当該施設が令別表第一（16）項イ（規

則第 13 条第 1 項第 2 号に規定する小規模特定用途複合防火対象物を除く。以下同じ。）に位置付けられることとな

る結果、10 階以下の階の部分にもスプリンクラー設備の設置が義務付けられるが（令第 12 条第 1 項第 3 号）、当該

部分へのスプリンクラー設備の設置を免除する条件を新たに規定したこと（令第 12 条第 1 項第 10 号及び同項第 11

号ハの要件に該当する場合を除く。）。

　２　誘導灯の設置基準の見直しについて

　共同住宅の一部を令別表第一（5）項イとして利用することで、令別表第一（16）項イに位置付けられることとな

る結果、当該防火対象物全体に誘導灯の設置が義務付けられるが（令第 26 条第 1 項第 1 号）、10 階以下の階の誘導

灯の設置を免除する条件を新たに規定したこと。

　３　その他の事項

　その他関係規定について所要の規定の設備を図ることとしたこと。

第二　特定共同住宅等における必要とされる防火安全性能を有する消防の用に供する設備等に関する省令（平成 17 年総

務省令第 40 号）に関する事項（改正規則第 2条関係）

　１　対象となる施設の追加について

　令第 29 条の 4第 1項の規定に基づき、特定共同住宅等における必要とされる防火安全性能を有する消防の用に供

する設備等を設置することができる施設として、新たに共同住宅の一部を令別表第一（5）項イとして利用する防火

対象物を加えることとしたこと。

　２　共同住宅用スプリンクラー設備による代替の基準について

　令別表第一（16）項イである 10 階建て以下の特定共同住宅等において、令別表第一（5）項ロ部分に必要となる

スプリンクラー設備の共同住宅用スプリンクラー設備による代替を認めるようにしたこと。

　３　その他の事項

　その他関係規定にっいて所要の規定の設備を図ることとしたこと。

第三　特定小規模施設における必要とされる防火安全性能を有する消防の用に供する設備等に関する省令（平成 20 年

総務省令第 156 号）に関する事項（改正規則第 3 条関係）特定小規模施設における必要とされる防火安全性能を有す

る消防の用に供する設備等として特定小規模用自動火災報知設備を用いることができる施設に、延べ面積 300 ㎡以上

500 ㎡未満の共同住宅の一部を令別表第一（5）項イとして利用する防火対象物（令別表第一（5）項イの部分の床面

積が 300 ㎡未満のものに限る。）を加えることとしたこと。

第四　施行期日等に関する事項（改正規則附則関係）

　１　施行期日に関する事項

　公布の日から施行することとしたこと。

　２　その他の事項

　今回の改正規則の基本的な考え方や具体例については、別途事務連絡を参考にされたいこと。

※以下省略します。
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消 防 予 第 6 2 2 号

平成 30 年 11 月 2 日

各都道府県消防防災主管部長　　
殿

東京消防庁・各指定都市消防長

消防庁予防課長

（公印省略）　

消防用設備等に係る執務資料の送付について（通知）

　標記の件について、別添のとおり質疑応答をとりまとめましたので、執務上の参考としてください。

　各都道府県消防防災主管部長におかれましては、貴都道府県内の市町村（消防の事務を処理する一部事務組合等を含

む。）に対して、この旨周知していただきますようお願いします。

　なお、本通知は、消防組織法（昭和 22 年法律第 226 号）第 37 条の規定に基づく助言として発出するものであること

を申し添えます。

別添　

（用語の定義）

　「令」‥‥‥‥消防法施行令（昭和 36 年政令第 37 号）

　「改正令」‥‥消防法施行令の一部を改正する政令（平成 30 年政令第 69 号）

　「規則」‥‥‥消防法施行規則（昭和36年自治省令第6号）

　「改正規則」‥消防法施行規則の一部を改正する省令（平成 30 年総務省令第 12 号）

問１　スプリンクラー設備又は自動火災報知設備の設置が義務付けられている防火対象物において、事務作業を行

うスペースを確保するため、可動式ブース（天井及び壁により囲われたブースで、防火対象物の床や壁に固定（工

具等で簡単に取り外すことができるものを除く。）されておらず、人が出入りして利用するものをいう。以下同じ。）

を設けることにより、当該ブース内にスプリンクラーヘッド又は感知器の設置が必要と認められる場合であって

も、次に掲げる要件を満たすものについては、令第 32 条の規定を適用し、これらの設置を免除してもよいか。

（1）可動式ブースの床面積は 3㎡以下であること。

（2）可動式ブースの天井及び壁は不燃材料で仕上げられていること。

（3）可動式ブース外部から当該ブース内で発生した火災を目視等で確認できること。

（4）可動式ブース内に住宅用下方放出型自動消火装置（「住宅用下方放出型自動消火装置の性能及び設置の基準

について」（平成 6 年 3 月 9 日付け消防予第 53 号）に定める基準に適合するものに限る。以下同じ。）を設置

することにより、当該ブース内で火災が発生しても確実に消火できることが消火実験等により確認されている

こと。

（5）当該住宅用下方放出型自動消火装置については、パッケージ型自動消火設備 11 型の点検基準（該当する点

検項目に限る。）に準じた点検が定期的に実施され、適切に維持管理されていること。

（答）差し支えない。

　なお、可動式ブースの設置に当たっては、以下の点に留意し、指導されたい。

ア　可動式ブースが防音設備等により、当該ブース外の音響が聞き取りにくいと認められる場合は、「消防法施

行令の一部を改正する政令等の運用について」（平成 20 年 8 月 28 日付け消防予第 200 号）第 1．2（1）及び（2）

に基づき、自動火災報知設備の地区音響装置及び非常警報設備のスピーカーの警報音と、他の警報音又は騒音

を明らかに区別して聞き取ることができるように、音圧の確認等を行うこと。

イ　避難上支障とならない場所に設置すること。

問２　放送設備の設置が義務付けられている防火対象物において、スピーカーからの水平距離が 8メートルを超え

る場所に、事務作業を行うスペースを確保するため、可動式ブースを設けることにより、当該ブース内にスピー

カーの増設が必要と認められる場合であっても、次に掲げる要件を満たすものについては、令第 32 条の規定を

適用し、スピーカーの増設を要しないこととしてよいか。
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（1）可動式ブース内における音圧が 65 デシベル以上となることが確認できること。

（2）可動式ブースの床面積は 3㎡以下であること。

（3）可動式ブース内部から当該ブース外で発生した火災を目視等で確認できること。

（答）お見込みのとおり。

問３　「電磁誘導加熱式調理器」や「電気こんろ」等の電気を熱源とする設備又は器具は、改正令による改正後の

令第 10 条第 1項第 1号ロに規定する「火を使用する設備又は器具」に含まれないと解してよいか。

（答）お見込みのとおり。

問４　家庭用ガスコンロを飲食店等の厨房設備又は器具として使用する場合において、当該家庭用ガスコンロに組

み込まれているグリルに次のいずれかの機能が設けられているときは、改正規則による改正後の規則第 5 条の 2

に規定する「防火上有効な措置」が講じられたものとして取り扱ってよいか。

（1）グリル過熱防止機能（グリル庫内やグリル受け皿の温度の過度な上昇を感知して自動的にガスの供給を停止

し、火を消す機能）

（2）グリル消し忘れ消火機能（グリルの火を消し忘れた場合でも一定時間経過後に自動的にガスの供給を停止し、

火を消す機能）及び炎あふれ防止機能（グリル庫内で発火した場合でも、グリル庫内からの炎あふれを防止す

る機能）

（答）お見込みのとおり。なお、グリル過熱防止機能、グリル消し忘れ消火機能及び炎あふれ防止機能の有無は、

家庭用ガスコンロの取扱説明書等により確認することができると考えられる。

− 5 −

消 防 設 備 会 報 平成３１年１月１日発行第６４号



− 6 −

消 防 設 備 会 報平成３１年１月１日発行 第６４号



− 7 −

消 防 設 備 会 報 平成３１年１月１日発行第６４号



− 8 −

消 防 設 備 会 報平成３１年１月１日発行 第６４号



　平成 30 年度消防設備関係功労者等表彰式が、11 月 1 日 ( 木 ) 東京都港区元赤坂の明治記念館

において開催され、永年協会の業務に貢献し、消防用設備等の設置や維持管理の適正化の推進に

尽力され、防火対象物の関係者に対し保守点検の重要性を啓発し、防火意識の高揚に努めた功績

により、次の方々が受賞されました。

平成 30年 11月 1日　平成 30年度消防設備保守関係功労者表彰　於　明治記念館

向かって左から大沼賢二様・
中村巳春様・古屋正樹様

受賞者（明治記念館中庭にて）

向かって左から古屋正樹様・中村巳春様・
大沼賢二様

受賞者（表彰式会場にて）

表彰式会場

中村　巳春　様　　一般社団法人山梨県消防設備協会会長
（有限会社中村ポンプ工作所　代表取締役）

　消防設備保守関係功労者

大沼　賢二　様 ( 有限会社甲府システム 代表取締役 )　
古屋　正樹　様（塩山防災設備　代表者）

　消防設備保守関係者

消防庁長官
黒田武一郎様

中村巳春様

消防庁長官
黒田武一郎様

消 防 庁 長 官 表 彰

一般財団法人日本消防設備安全センター理事長表彰
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●�1月23日(火)・24日(水)　第４回甲種・乙種併催防火管理新規講習実施
　会 場：山梨県自治会館

●2月16日(金)　山梨県予防事務連絡協議会開催
　会 場：山梨県立男女共同参画推進センター（ぴゅあ総合）

　山梨県予防事務連絡協議会を開催し、県から内藤卓也山梨県防災局消防保安課課長、消防機関から今井洋

山梨県消防長会会長はじめ、県消防保安課から主幹、専門員の2名、県下各消防本部から予防主管課長等19名、

当協会からは役職員22名が出席して予防行政上の諸問題について協議した。

●3月1日(木) ～ 7日(水)�全国春季火災予防運動に協力
　全国春季火災予防運動山梨県住宅防火対策推進協議会の一員として住宅用火災警報器の普及啓発活動に務

める一方、「住宅防火の日」(3月3日)を前後して県下消防機関が実施した住宅防火診断に協会事業者会員が参

加し、消防本部をはじめ関係団体とともに防火診断を行った。

●4月17日(火)・18日(水）第1回甲種防火管理新規講習実施
　会 場：山梨県自治会館

●4月24日(火)�平成29年度決算監査
　平成29年度収入支出決算監査が、協会会議室において中澤一浩監事、細田安孝監事、古屋正樹監事によっ

て行われ、会長及び事務局長以下職員が諸帳簿を提出して監査を受けた。
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平成 29年度第 4回甲種・乙種併催防火管理新規講習受講状況

講習区分 受講申請者
未受講者

（欠 席）

受講者

（修了者）

甲　種 139 17 122

乙　種 6 0 6

平成 30年度第1回甲種防火管理新規講習受講状況

講習区分 受講申請者
未受講者

（欠 席）

受講者

（修了者）

甲　種 76 7 69

平成 29年度第 4回甲種・乙種併催防火管理新規講習

予防事務連絡協議会

第1回甲種防火管理新規講習

平成30年中の主要事業



　平成30年度通常総会をホテルクラウンパレス甲府において開催し、来賓に、神宮寺易山梨県防災局次長、

及び中澤勝也山梨県消防長会会長(甲府地区広域行政事務組合消防本部消防長)を迎え、平成29年度事業報告

並びに平成30年度事業計画及び収支予算書について報告、平成29年度貸借対照表及び正味財産増減計算書に

ついて審議され、原案とおり承認された。また、本年は役員改選の年であり、饗場紀典会長の後任に中村巳

春副会長が就任した。

　総会の席上、東八防災株式会社　会長　宮本繁様が山梨県知事表彰を受賞し、一般社団法人山梨県消防設

備協会会長表彰の特別功労表彰に長田政博副会長、功労表彰に藤本正文理事、鶴田哲嗣郎理事、優良保守点

検事業者表彰に若月剛様(山梨消防ポンプ　代表)、五味正司様(五味防災　代表)が受賞した。
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●�5月18日（金）第6回通常総会開催

饗場会長あいさつ 中村新会長あいさつ

　　　　　山梨県知事代理

山梨県防災局　次長 神宮司 易 様

来　賓　祝　辞

　　　山梨県消防長会

会長　中澤 勝也 様

受賞者を代表し謝辞を述べる

山梨県知事表彰受賞者　宮本　繁 様

▲後列左から会長表彰受賞者

　野中 敏弘 様（代理）

　藤本 健太 様（代理）

　長田 政博 様

　若月 　剛 様

　五味 正司 様



●5月24日(木)・25日(金）第2回甲種防火管理新規講習実施
　会 場：山梨県自治会館

●5月29日(火) ～ 31日(木)消防設備点検資格者講習(第1種)実施
　6月26日(火) ～ 28日(木)消防設備点検資格者講習(第2種)実施
　会 場：山梨県電気会館

●6月13日(水)�防災管理新規講習
　会 場：山梨県電気会館

●6月21日（木）・22日（金）関東甲信越地区消防設備協会連絡協議会総会
　第41回関東甲信越地区消防設備協会連絡協議会総会が茨城県水戸市ホテル「テラス ザ　ガーデン水戸」に

おいて開催され、来賓に福元幸徳一般財団法人日本消防設備安全センター執行理事様、片岡敏明業務課長様

を迎え、関東甲信越地区の会長（理事長）、常務理事等23名が出席した。

　会議では平成29年度事業報告及び決算報告、平成30年度事業計画(案)及び収支予算(案)等について原案の

とおり承認又は議決した。

●７月10日（火）・11日（水）・7月20日（金）消防設備士試験準備講習実施
　会 場：山梨県電気会館　
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平成 30年度第 2回甲種防火管理新規講習受講状況

講習区分 受講申請者
未受講者

（欠 席）

受講者

（修了者）

甲　種 145 2 143 第2回甲種防火管理新規講習

第１種 第２種

平成 30年度消防設備点検資格者講習受講状況

種　　別 第１種 第２種

受 講 申 請 者 16　　　 18　　　

欠 席 者 0　　　 0　　　

受 講 者 16　　　 18　　　

合 格 者 15　　　 18　　　

不 合 格 者 1　　　 0　　　

合 格 率 93.8％ 100％

消防設備点検資格者講習

平成 30度防災管理新規講習受講状況

講習区分 受講申請者
未受講者

（欠 席）

受講者

（修了者）

防災管理 58 0 58
防災管理新規講習

平成 30年度消防設備士試験準備講習受講状況

試験準備受講者数

受講申請者 欠 席 者 受 講 者

甲種 第１類 3　　 0　　 3　　

乙種 第１類 0　　 0　　 0　　

甲種第４類 7　　 2　　 5　　

乙種第４類 0　　 0　　 0　　

乙種第６類 5　　 0　　 5　　

合　計 15　　 2　　 13　　

（１類）

（４類）

消防設備士試験準備講習



※消防設備士試験は下記のとおり。

試験日：第１回：平成30年8月25日(土)

　　　　第２回：平成31年3月 2日(土) (実施予定)

　　　　会　場： 中小企業人材開発センター

●7月18日（水）防火管理再講習実施
　会 場：山梨県電気会館

●9月11日（火）・12日（水）・13日（木）消防設備士法定（義務）講習実施
　会　場：山梨県自治会館（11日）

　　　　　山梨県立男女共同参画推進センター（ぴゅあ総合）（12・13日）

●10月18日（木）・19日（金）第3回甲種防火管理新規講習実施
　会 場：山梨県自治会館
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平成 30年度 第 3回甲種防火管理新規講習受講状況

講習区分 受講申請者
未受講者

（欠 席）

受講者

（修了者）

甲　種 176 7 169

（警報設備） （消火設備） （避難設備・消火器）

第 3回甲種防火管理新規講習

消防設備士法定（義務）講習

平成 30年度消防設備士法定(義務 )講習受講状況

講　習　区　分 受講申請者 欠席者 受講者
消　 火　 設　 備  59 1  58
警　 報　 設　 備 151 2 149
避難設備・消火器  67 1  66

計 277 4 273

平成 30年度防火管理再講習受講状況

講習区分 受講申請者
未受講者

（欠 席）

受講者

（修了者）

防火管理 38 0 38
防火管理再講習

（６類）



●10月26日（金）実務者研修会開催
　会 場：山梨県立男女共同参画推進センター（ぴゅあ総合）

　（一財）日本消防設備安全センター助成事業の研修会と

して、消防用設備等の保守点検の強化及び適正化を図るた

め、総務省消防庁予防課　総務事務官　馬場康郎様を講師

に迎え、『予防行政の動向について』の講演が行われた。

　また、消防用設備等の設置工事や保守点検業務を行う上

の基礎知識として、消防設備士制度、点検報告制度及び適

正な点検の推進について望月事務局長から説明がされた。

事業所32名、消防関係機関51名、計83名

●11月1日（木）平成30年度都道府県消防設備協会長（理事長）会議
　平成30年度都道府県消防設備協会長（理事長）会議が、東京都港区・明治記念館1階「曙」の間において開催

され、当協会からは、中村会長、望月事務局長が参加した。会議については、総務省消防庁予防課設備専門

官による「最近における予防行政の動向について」、元一般財団法人日本消防設備安全センター　理事長　長

澤純一氏による「第二の人生を楽しくー街道歩きに魅せられてー」の講演が行われた。

●11月10日（土）平成30年度県民の日記念行事　消防防災・警察広場出展
　甲府小瀬スポーツ公園において開催された第33回県民の日記念行事に、事務局職員及び下記事業所の参加

協力により家庭用消防防災機器や防災用品等の展示と共に住宅用火災警報器の啓発活動を行った。

≪参加協力事業所≫セントラル防災㈱、東八防災㈱、鶴田電気㈱、富士冷暖㈱

●11月11日（日）平成30年度山梨県地震防災訓練参加
　平成30年度山梨県地震防災訓練が、富士吉田市下吉田第二小学校及び付近一帯で実施され、当協会から会

長はじめ事務局職員2名、事業者会員である㈲エス・ケー防災、防災設備アポロの参加協力により、消防防災

機器の展示啓発活動を行った。
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実務者研修会

後藤 斎 山梨県知事巡回視察

県民の日記念行事展示啓発活動

非常食の展示・試食品 山梨県地震防災訓練の様子



●11月14日（水）・15日（木）消防設備点検資格者再講習（第1種・第2種）実施
　会 場：山梨県立男女共同参画推進センター（ぴゅあ総合）

●11月22日（木）普通救命講習実施
　会 場：山梨県電気会館

　甲府地区消防本部救急救助課 消防救急指導員による応急手当ての重要性についての講義の他、心肺蘇生法

及びAEDの実技が行われ受講者28名全員に修了証が授与された。

●通年事業　防火対象物の消防用設備等について点検推進指
　導員による確認調査
　防火対象物の関係者は、設置された消防用設備等を定期的に

点検し、その結果を消防機関に報告することが義務付けられて

おります。その点検実施者で、消防用設備等点検済表示管理委

員会が認めた表示登録会員は、点検で機能が正常であるものに

対しては適正の証としての点検済票（ラベル）を貼ることとなっ

ています。

　その点検済票の貼付状況について、山梨県内の防火対象物を

点検推進指導員によって、適正な表示であるか確認調査等を実

施した。
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講義（学科）

実技（心肺蘇生法）

修了証交付

平成 30年度消防設備点検資格者再講習受講状況

再 講 習 実 施 区 分 第 1種 第 2種 計

受 講 申 請 者 数 90　 70　 160　

欠 席 者 数 0　 2　 2　

再講習修了証明済者数 90　 68　 158　

第２種第１種

消防設備点検資格者再講習



株式会社　東ポン商会

有限会社　中村ポンプ工作所

イイダ電設株式会社
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塩山防災設備
安心・安全のパートナー
消防設備士
〒404-0045　山梨県甲州市塩山上塩後1014-1
TEL 0553-39-8383　FAX 0553-39-8787
Ｅメール eb.2ru83@sky.plala.or.jp
携　　帯 090-8309-2400

古屋  正樹

株式会社　ツヅキ通信特機

代表取締役　本田 茂之
甲府市幸町 23番 18号
TEL（055）233-6666
FAX（055）237-5665

〒400-0857

総合防災設備・設計・施工・保守

第一防災設備工業（株）

太陽防災有限会社
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Planning

Design

Print

あなたに一番近い企業です

URL:http://www.kyonando.jp/   E-mail:sales@kyonando.co.jp

〒400-0031　山梨県甲府市丸の内１丁目１０-１

パンフレット・カタログ・封筒・会社案内・ポスター・チラシ・情報誌・名刺

書籍・改ざん防止用紙・各種マニュアル・帳票類　etc

〒405-0077

サン防災株式会社

山梨県笛吹市一宮町坪井1005
T E L（ 0 5 5 3）4 7 - 2 1 0 8㈹
FAX（0 5 5 3）4 7 - 3 0 2 2

能美防災株式会社山梨県代理店

源 防災設備工業有限会社
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消防設備協会とは…
　昭和 40 年代の日本経済の急激な高度成長に伴い、建築物の大規模化、用途の複合化等が進展し、

これに伴い多数の死者を出す火災が多発しました。

　これら建築物等の火災危険の増大に対処するため、昭和 49 年 6 月の消防法改正により、消防用設

備等の点検報告制度が義務づけられ、昭和 50 年 4 月 1 日から施行されました。

　この点検報告制度を推進するため、消防庁の指導により日本消防設備安全センターが昭和 50 年 8

月に設置され、各都道府県には、消防設備協会が順次設置されました。

　消防設備協会は、消防用設備等の工事・整備・点検の業務を行う地域内の事業所を主な会員［全国

で約 10,550 事業所（平成 29 年 3 月現在）］としており、当該業務に係る指導、助言、講習等を行

うほか、火災予防思想の普及啓発を行い、火災等の災害から地域住民の生命、身体及び財産を守り、

安全で安心な街づくりに貢献しています。

会員名簿は、消防設備協会のホームページや会報等に掲載しています。



№ 品　　　名 発行日 版 頒布価格
（税込み）

出　版　社

消

防

設

備

士

試

験

準

備

用

テ

キ

ス

ト

1 消防設備六法（平成30年度版） 30.05.20 30年度版 1,950 （一財）日本消防設備安全センター

2 電気と機械の基礎知識 26.08.20 11版 750 （一財）日本消防設備安全センター

3 消防設備士受験対策例題集　法令編 30.04.25  7版 2,570 （一財）日本消防設備安全センター

4 消防設備士受験対策例題集　第1類 30.04.25  7版 2,460 （一財）日本消防設備安全センター

5 消防設備士受験対策例題集　第4類 30.04.25  7版 2,460 （一財）日本消防設備安全センター

6 消防設備士受験対策例題集　第6類 30.04.25  7版 2,260 （一財）日本消防設備安全センター

7 消防設備士受験直前対策　第1・2・3類 30.04.25  7版 1,950 （一財）日本消防設備安全センター

8 消防設備士受験直前対策　第4・7類 30.04.25  7版 1,230 （一財）日本消防設備安全センター

9 消防設備士受験直前対策第5・6類 30.04.25  7版 1,230 （一財）日本消防設備安全センター

一

般

参

考

書

10 消防用設備等点検実務必携 30.03.01 16版 3,990 （一財）日本消防設備安全センター

11 消防用設備等試験実務必携 29.05.20 10版 3,700 （一財）日本消防設備安全センター

12 防火対象物・防災管理点検実務必携 26.08.10  2版 3,590 （一財）日本消防設備安全センター

13 消防用機械器具等の型式失効一覧 24.09.20 12版 2,460 （一財）日本消防設備安全センター

14 消防用設備等基本テキスト　消火設備編 30.04.25  7版 3,180 （一財）日本消防設備安全センター

15 消防用設備等基本テキスト　警報設備編 30.04.25  7版 3,080 （一財）日本消防設備安全センター

16 消防用設備等基本テキスト　避難器具・消火器具編 30.04.25  7版 2,570 （一財）日本消防設備安全センター

他 17 月刊フェスク　　　　　　　　　　（年間購読料） 6,180 （一財）日本消防設備安全センター

刊行物等頒布価格表
H30.6.1

　ご希望の図書がございましたら協会宛にお電話でご連絡ください。
　注文書を FAXいたしますのでご返送ください。

　①　協会で受け取る。
　②　安全センターから直送、協会からゆうパック等で送付。
　　　恐れ入りますが、送料実費半額をご負担ください。
　　　注文から 5日以内で納品予定。

　納品後、請求書を送付いたしますので、お振り込みをお願いいたします。
　なお振込手数料は、貴社でご負担ください。
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１　注文方法

３　支払方法

２　受取方法と納期
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ラベルは、全国統一デザインで 安全と信頼 の証です。

消火器設備

ラベルは、全国統一デザインで 安全と信頼 の証です。

点 検 済 票

見　本

見　　本

見　　本

見　　本

見　　本

見　　本

見　　本

見　　本

補助ラベル

消火器以外用

消防用設備等を設置したとき 消火器の薬剤の詰替えをしたとき 点検した結果不良の消防用設備等

ホース耐圧試験済証（漏水なし） 連結送水管耐圧試験済証（漏水なし） ホース耐圧試験済証（漏水あり）

消火器用
補助点検済票
（発信機用）

消防用設備の安全チェックはこのラベルで！！

一般社団法人
〒400-0851　甲府市住吉１丁目１-１１
TEL.055-223-0119  FAX.055-223-0124

山梨県消防設備協会

消防用施設等保守業者賠償責任保険加入済
点　検
種　別

点 　 検
年 月 日
次 回 点
検 年 月
発　行
番　号

点検事業者

点  検  済  証

防消 設備県梨 協山 一般社団法人 会

年　　　月　　　日

機器点検・総合点検

年　　　月

点　検
年月日
次回点
検年月

点検業者

ホース耐圧試験済証

防消 設備県梨 協山 一般社団法人 会

年　　月　　日

根元側　筒先側

年　　月

点　検
年月日
次回点
検年月

点検業者

耐圧試験済証連　結
送水管

防消 設備県梨 協山 一般社団法人 会

年　　月　　日

年　　月

見　　本

消防用施設等保守業者賠償責任保険加入済
点　検
種　別

点 　 検
年 月 日
次 回 点
検 年 月
発　行
番　号

点検事業者

点  検  済  証

防消 設備県梨 協山 一般社団法人 会

年　　　月　　　日

機　　器　　点　　検

年　　　月


